
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

千葉県耕作放棄地対策協議会 

平成２５年度第２回通常総会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日 時：平成２６年３月２６日（木）  
午後１時３０分から  

場 所：県庁南庁舎９階第５会議室  



 
 
 
 

平成２５年度 千葉県耕作放棄地対策協議会 第２回通常総会 次第  
 
 
 
 
１ 開  会  
 
 
２ あいさつ  
 
 
３ 議長選出  
 
 
４ 議事録署名人及び書記の指名  
 
 
５ 議  事  
（１）議決事項  

第１号議案 平成２５年度事業実績見込み及び収支決算見込みについて  
第２号議案 平成２６年度事業計画（案）及び収支予算（案）について  
第３号議案 規約等の一部改正について  

 
（２）そ の 他 

 
 
 
 
６ 閉  会  



第１号議案 平成２５年度事業実績見込み及び収支決算見込みについて 

 
１ 平成２５年度実績見込み 

（１）事業実績 

 本県の耕作放棄地は、平成２４年の荒廃農地に関する調査（旧「耕作

放棄地全体調査」）によると１１，５３２ヘクタールで、前年より  
１８ヘクタール、率にして約０．１パーセント増加した。  
 耕作放棄地の発生は、雑草の繁茂による害虫の発生や有害鳥獣のすみ

かになるばかりでなく、食糧自給率の向上の阻害要因となっていること

から、その解消と発生抑制は極めて重要な課題となっている。  
 そこで、本協議会は、県・市町村耕作放棄地対策協議会ほか関係団体

の協力を得ながら、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（国交付金）、  
千葉県耕作放棄地再生推進事業交付金（県単）を有効活用して耕作放棄

地の再生を進め、平成２５年度は市原市ほか１０市町で２１．５ヘクタ

ールが解消された。（平成２４年度１７．３ヘクタール）  
 併せて、担い手対策、生産振興関連施策と連携し、発生原因を踏まえ

た対策を講じ、発生抑制に努めた。  
 
（２）活動実績 

  ア 地域協議会未設置市町村の設立支援 

内  容  時 期  対象市町村  備  考  
地域協議会設立 

に向けた支援 

通 年 １０市町村 

（H26.3 現在で

未設置） 

習志野市、八千代市、

市川市、船橋市、松戸

市、野田市、流山市、

鎌ケ谷市、神崎町、鴨

川市が未設置 

（H25 年度末で 43 協議

会） 

 
  イ 地域協議会等への指導・助言 

内  容  時 期  対象協議会等  備  考  
地域協議会の指導 

関係機関・団体への指

導 

通 年 43 協議会 

53 市町村 

53 農業委員会 

制 度 周 知 と 交 付

金活用推進 

 
  ウ 制度・施策等の啓発・普及のための資料作成 

内  容  配布先  提供方法  備  考  
県民だより・市町村広報

紙へ制度・施策等の啓発

記事を掲載 

県民・ 

市町村民 

印刷物、電子フ

ァイル、県ホー

ムページ 

県民だより 5 月号 

市町村広報 5～ 6

月号（２６市町村） 



  エ 千葉県耕作放棄地活用応援団の検討 

内  容  時 期  場所  備  考  
モデル活動の  
実施によるＰＲ  

平成 25 年 7 月 20 日 

 

平成 25 年 11 月 2 日 

南房総市千倉  
 
千葉市若葉区  

実施状況は  
別紙のとおり。 

 
  オ 第３回耕作放棄地解消・鳥獣被害対策フォーラムの開催 

会  場  時 期  出席者数  内   容  
いすみ市岬公民館  平成 26 年 

2 月 4 日  
７１名  耕作放棄地解消モデル事

業の事例発表 ９地区  
鋸南町中央公民館  平成 26 年 

2 月 6 日  
７８名  

印旛合同庁舎  平成 26 年 

2 月 14 日  
１４１名  

 
  カ 総会等の開催 

内  容  時  期  概      要  
内部監査  平成２５年  

４月１９日  
平成２４年度下半期の業務執行状況

及び資金管理状況の監査  
監査会  平成２５年  

５月１７日  
平成２４年度事業実績及び収支決算

に係る会計監査  
第１回幹事会  平成２５年  

５月２０日  
平成２５年度第１回通常総会に付議

すべき事項  
第１回通常総会  平成２５年  

５月２７日  
平成２４年度事業実績及び収支決算  
平成２５年度補正収支予算  

臨時総会  
（書面開催）  

平成２５年  
６月１１日  

千葉県再生利用推進計画の改正につ

いて  
内部監査  平成２５年  

１０月２３日  
平成２５年度上半期の業務執行状況

及び資金管理状況の監査  
第２回臨時総会  
（書面開催）  

平成２６年  
２月２７日  

千葉県再生利用推進計画の改正につ

いて  
平成２５年度補正収支予算案につい

て  
第２回幹事会  平成２６年  

３月１７日  
平成２５年度第２回通常総会に付議

すべき事項  
第２回通常総会  平成２６年  

３月２６日  
平成２５年度実績見込み及び収支決

算見込み  
平成２６年度事業計画（案）及び収支

予算（案）  
規約等の一部改正  

 



２　平成２５年度　収支決算見込み

（１） 期間：平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

（２） 会計別収支
ア　耕作放棄地再生利用交付金会計 単位：円

本年度予算額
（最終）(A)

本年度決算額
(B)

差引（Ｂ-Ａ） 備考

収入の部

１　国庫交付金積立資金 130,954,101 130,954,101 0 地域協議会 残額返納

２　県補助金 12,500,000 5,365,000 ▲ 7,135,000 県交付金

５　雑収入 137,521 137,523 2 地域協議会 返納

収入計 143,591,622 136,456,624 ▲ 7,134,998

支出の部

１　地域協議会交付金 99,154,101 40,525,490 ▲ 58,628,611 国+県交付金

２　再生利用活動附帯事業 4,300,000 239,079 ▲ 4,060,921 地域+県

３　国交付金返納支出金 0 0 0 農政局返還

４　国交付金積立資金 40,000,000 95,554,532 55,554,532 H26年度資金

５　県返納金 137,521 137,523 2 地域協議会 返納

支出計 143,591,622 136,456,624 ▲ 7,134,998

イ　耕作放棄地再生利用推進交付金会計 単位：円
本年度予算額

（最終）(A)
本年度決算額

(B)
差引（Ｂ-Ａ） 備考

収入の部

１　国庫交付金積立資金 303 303 0 過年度利息

２　雑収入 0 0 0

収入計 303 303 0

支出の部

１　地域協議会推進交付金 0 0 0

２　県協議会推進事務費 0 0 0

３　国交付金返納支出金 303 0 ▲ 303 農政局返還

４　国交付金積立資金 0 303 303 H26年度に繰越

支出計 303 303 0

ウ　被災者営農継続支援耕作放棄地活用事業交付金会計 単位：円
本年度予算額

（最終）(A)
本年度決算額

(B)
差引（Ｂ-Ａ） 備考

収入の部
１　国庫交付金 14,300,000 0 ▲ 14,300,000
２　雑収入 0 0 0

収入計 14,300,000 0 ▲ 14,300,000
支出の部

１　地域協議会交付金 10,000,000 0 ▲ 10,000,000
２　地域協議会推進事業 4,085,000 0 ▲ 4,085,000
３　県協議会推進事業 215,000 0 ▲ 215,000
４　国交付金返納 0 0 0

支出計 14,300,000 0 ▲ 14,300,000

科目

科目

科目



第２号議案 平成２６年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

 
１ 平成２６年度事業計画（案） 

（１）事業計画（案） 

 本県の耕作放棄地は、平成２４年の荒廃農地に関する調査（旧「耕作

放棄地全体調査」）によると１１，５３２ヘクタールで、前年より  
１８ヘクタール、率にして約０．１パーセント増加した。  
 耕作放棄地の発生は、雑草の繁茂による害虫の発生や有害鳥獣のすみ

かになるばかりでなく、食糧自給率の向上の阻害要因となっていること

から、その解消と発生抑制は極めて重要な課題となっている。  
 そこで、本協議会は、県・市町村耕作放棄地対策協議会ほか関係団体

の協力を得ながら、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（国交付金）、  
千葉県耕作放棄地再生推進事業交付金（県単）を有効活用して耕作放棄

地の再生を進めていく。  
 併せて、担い手対策、生産振興関連施策と連携し、発生原因を踏まえ

た対策を講じ、発生抑制に努める。  
 
（２）活動計画（案） 

  ア 地域協議会未設置市町村の設立支援 

内  容  時 期  対象市町村  備  考  
地 域 協 議 会 設 立 に  
向けた支援  

通 年  １０市町村  
（H26.3 
現在で未設置）  

習志野市、八千代

市、市川市、船橋

市、松戸市、野田

市、流山市、鎌ケ

谷市、神崎町、鴨

川市が未設置  
（H25 年度末で 43
協議会）  

 
  イ 地域協議会等への指導・助言 

内  容  時 期  対象協議会等  備  考  
地域協議会指導  
市町村担当者会議  
農業委員会研修  

通 年  43 協議会  
53 市町村  
53 農業委員会  

制度周知と交付金

活用推進  

 
  ウ 制度・施策等の啓発・普及のための資料作成 

内  容  配布先  提供方法  備  考  
対策 PR パンフレット  
（農家が活用しやすい

パンフレット）  

農家・本会会

員・地域協議

会・市町村ほか  

印刷物、電子フ

ァイル、県ホー

ムページ  

 



 
県民だより・市町村広報

紙への啓発記事掲載  

 
県民・市町村民  

 
  エ 耕作放棄地解消啓発研修会の開催 

内  容  時  期  備   考  
先進事例発表等  平成２６年  

下半期  
 

 
  オ 総会等の開催 

内  容  時  期  概      要  
内部監査  平成２６年  

４月下旬  
平成２５年度下半期の業務執行状況及

び資金管理状況の監査  
監査会  平成２６年  

５月下旬  
平成２５年度事業実績及び収支決算に

係る会計監査  
第１回幹事会  平成２６年  

５月下旬  
平成２６年度第１回通常総会に付議す

べき事項  
第１回通常総会  平成２６年  

６月上旬  
平成２５年度事業実績及び収支決算  
平成２６年度補正収支予算  

内部監査  平成２６年  
１０月下旬  

平成２６年度上半期の業務執行状況及

び資金管理状況の監査  
第２回幹事会  平成２７年  

３月上旬  
平成２６年度第２回通常総会に付議す

べき事項  
第２回通常総会  平成２７年  

３月下旬  
平成２６年度実績見込み及び収支決算

見込み  
平成２７年度事業計画（案）及び収支

予算（案）  
 



２　平成２６年度　収支予算【案】 ★決算見込みで作成。

（１）　期間：平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで

（２）　会計別収支
ア　耕作放棄地再生利用交付金会計 単位：円

本年度予算額
(A)

前年度予算額
（最終）(B)

差引（Ａ-Ｂ） 備考

収入の部

１　国庫交付金積立資金 95,554,532 130,954,101 ▲ 35,399,569 前期繰越

２　県補助金 13,500,000 12,500,000 1,000,000 50ha相当

３　雑収入 0 137,521 ▲ 137,521 地域協議会 返納

収入計 109,054,532 143,591,622 ▲ 34,537,090

支出の部

１　地域協議会交付金 104,754,532 99,154,101 5,600,431 国+県交付金

２　再生利用活動附帯事業 4,300,000 4,300,000 0 43協議会×10万円

３　国交付金返納支出金 0 0 0 農政局返還

４　国交付金積立資金 0 40,000,000 ▲ 40,000,000 次期繰越

５　県返納金 0 137,521 ▲ 137,521 地域協議会 返納

支出計 109,054,532 143,591,622 ▲ 34,537,090
※下線修正（議案）

イ　耕作放棄地再生利用推進交付金会計 単位：円
本年度予算額

(A)
前年度予算額

（最終）(B)
差引（Ａ-Ｂ） 備考

収入の部

１　国庫交付金積立資金 303 303 0 過年度利息

２　雑収入 0 0 0

収入計 303 303 0

支出の部

１　地域協議会推進交付金 0 0 0

２　県協議会推進事務費 0 0 0

３　国交付金返納支出金 303 303 0 農政局返還

４　国交付金積立資金 0 0 0 次期繰越

支出計 303 303 0

ウ　被災者営農継続支援耕作放棄地活用事業交付金会計 単位：円
本年度予算額

(A)
前年度予算額

（最終）(B)
差引（Ａ-Ｂ） 備考

収入の部
１　国庫交付金 14,300,000 14,300,000 0
２　雑収入 0 0 0

収入計 14,300,000 14,300,000 0
支出の部

１　地域協議会交付金 10,000,000 10,000,000 0 5ha×20万円/10a相当

２　地域協議会推進事業 4,085,000 4,085,000 0 43協議会×95,000円
３　県協議会推進事業 215,000 215,000 0 43協議会×5,000円
４　国交付金返納 0 0 0

支出計 14,300,000 14,300,000 0

科目

科目

科目



第３号議案 規約等の一部改正について 

 

（１） 規約の改正（案）について 

平成２６年４月から事務局の組織が改組されること、県農地中間管理機構が設立される 

こと等にともない、当協議会の規約を次のとおり改正する。 

 

ア （事務所）について 

第２条の農村環境整備課を農地・農村振興課に置き換える。 

 

イ （県協議会の会員）について 

第５条（３）の公益財団法人千葉県水産振興公社を公益社団法人千葉県園芸協会に

置き換える。ただし附則あり。 

 

ウ （役員の定数及び選任）について 

第７条２第１項（１）の農村環境整備課を農地・農村振興課に置き換える。 

 

エ （事務局）について 

第２２条第１項及び同条第３項の農村環境整備課を農地・農村振興課に、耕作放棄地

対策推進室を農地活用推進室に置き換える。 

 

オ 附則４の本都道府県は県に置き換える。 

 

カ 附則９ 平成２６年３月 日一部改正、平成２６年４月１日から適用する。 

ただし、第５条（３）に掲げる者については、平成２６年４月１日以降に、公益

社団法人千葉県園芸協会が千葉県知事から農地中間管理機構の指定を受

けた後に適用する。を追加する。 

 

  



千葉県耕作放棄地対策協議会 規約 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

千葉県耕作放棄地対策協議会規約 

                      平成２０年１１月２７日制定 

 平成２６年３月 日最終改正 

 

 

第１条 [略] 

 

（事務所） 

第２条 県協議会は、主たる事務所を千葉県農林水産部農地・

農村振興課内（千葉市中央区市場町１番１号）に置く。 

 

第３，４条 [略] 

 

 （県協議会の会員） 

第５条 県協議会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

（１）千葉県 

（２）千葉県農業会議 

（３）公益社団法人千葉県園芸協会 

（４）千葉県農業協同組合中央会 

（５）千葉県土地改良事業団体連合会 

 

第６条 ［略］ 

 

千葉県耕作放棄地対策協議会規約 

                      平成２０年１１月２７日制定 

 

 

 

第１条 [略] 

 

 （事務所） 

第２条 県協議会は、主たる事務所を千葉県農林水産農村環境

整備課内（千葉市中央区市場町１番１号）に置く。 

 

第３，４条 [略] 

 

 （県協議会の会員） 

第５条 県協議会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

（１）千葉県 

（２）千葉県農業会議 

（３）公益財団法人千葉県水産振興公社 

（４）千葉県農業協同組合中央会 

（５）千葉県土地改良事業団体連合会 

 

第６条 ［略］ 

 

 



千葉県耕作放棄地対策協議会 規約 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

 

 （役員の定数及び選任） 

第７条 県協議会に次の役員を置く。 

（１）会  長 １名 

（２）副会長 １名 

（３）監  事 ２名 

 

２ 第１項の役員は次の者とする。 

（１）会 長 千葉県農林水産部農地・農村振興課長の職 

にある者 

（２）副会長 千葉県農業会議事務局長の職にある者 

（３）監 事 千葉県農業協同組合中央会農業振興部長の職 

にある者 

          千葉県土地改良事業団体連合会管理指導部長 

の職にある者 

 

３ 会長、副会長及び監事は、相互に兼ねることはできない。 

 

第８～２１条 [略] 

 

 （事務局） 

第２２条 総会の決定に基づき県協議会の業務を執行するため、

千葉県農林水産部農地・農村振興課内に事務局を置き、事務

局は千葉県農林水産部職員をもって組織する。 

 

 

（役員の定数及び選任） 

第７条 県協議会に次の役員を置く。 

（１）会  長 １名 

（２）副会長 １名 

（３）監  事 ２名 

 

２ 第１項の役員は次の者とする。 

（１）会 長 千葉県農林水産部農村環境整備課長の職 

にある者 

（２）副会長 千葉県農業会議事務局長の職にある者 

（３）監 事 千葉県農業協同組合中央会農業振興部長の職 

にある者 

          千葉県土地改良事業団体連合会管理指導部長 

の職にある者 

 

３ 会長、副会長及び監事は、相互に兼ねることはできない。 

 

第８～２１条 [略] 

 

 （事務局） 

第２２条 総会の決定に基づき県協議会の業務を執行するため、

千葉県農林水産部農村環境整備課内に事務局を置き、事務

局は千葉県農林水産部職員をもって組織する。 

 



千葉県耕作放棄地対策協議会 規約 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

２ 県協議会は業務の適正な執行のため、事務局長及び事務

局長補佐を置く。 

 

３ 事務局長は、千葉県農林水産部農地・農村振興課農地活

用推進室長の職にある者とし、事務局長補佐は農地・農村

振興課副課長の職にあるものとする。 

 

４ 県協議会の庶務は、事務局長が総括し、及び処理する。 

 

５ 事務局長補佐は、事務局長を補佐し、事務局長に事故が

あるときはその職務を代理し、事務局長が欠けたときはその

職務を行う。 

 

第２３～３４条 [略] 

 

附 則 

１～３ [略] 

４ 県協議会の設立初年度の会計年度については、第 25 条の

規定にかかわらず、この規約の施行の日から平成 21 年 3 月

31 日までとする。 

５～８ [略] 

９ 平成 26 年 3 月 日一部改正、平成 26 年 4 月 1 日から適用

する。 

ただし、第５条（３）に掲げる者については、平成 26 年 4 月 1

日以降に、公益社団法人千葉県園芸協会が千葉県知事か

ら農地中間管理機構の指定を受けた後に適用する。 

２ 県協議会は業務の適正な執行のため、事務局長及び事務

局長補佐を置く。 

 

３ 事務局長は、千葉県農林水産部農村環境整備課耕作放棄

地対策推進室長の職にある者とし、事務局長補佐は農村環

境整備課副課長の職にあるものとする。 

 

４ 県協議会の庶務は、事務局長が総括し、及び処理する。 

 

５ 事務局長補佐は、事務局長を補佐し、事務局長に事故が

あるときはその職務を代理し、事務局長が欠けたときはその

職務を行う。 

 

第２３～３４条 [略] 

 

附 則 

１～３ [略] 

４ 本都道府県協議会の設立初年度の会計年度については、

第 25 条の規定にかかわらず、この規約の施行の日から平成

21 年 3 月 31 日までとする。 

５～８ [略] 

    [追加] 

 



（２） 諸規程の改正（案）について 

 

平成２６年４月から事務局の組織が改組されることにともない、当協議会の諸規程を次

のとおり改正する。 

 

ア 事務処理規程について 

（ア）第３条（１）から（３）の事務分担組織責任者の欄について、農村環境整備課耕作

放棄地対策推進室を農地・農村振興課農地活用推進室に置き換える。 

（イ）附則に５ 平成２６年３月  日一部改正、平成２６年４月１日から適用する。を追加

する。 

 

イ 会計処理規程について 

（ア）第８条（１）から（３）の経理責任者の欄について、農村環境整備課耕作放棄地対

策推進室を農地・農村振興課農地活用推進室に置き換える。 

（イ）附則に５ 平成２６年３月  日一部改正、平成２６年４月１日から適用する。を追加

する。 

 

ウ 文書取扱規程について 

（ア）第５条（１）から（３）の文書管理責任者の欄について、農村環境整備課耕作放棄

地対策推進室を農地・農村振興課農地活用推進室に置き換える。 

（イ）附則に５ 平成２６年３月  日一部改正、平成２６年４月１日から適用する。を追加

する。 

 

 

  



千葉県耕作放棄地対策協議会 事務処理規程 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

千葉県耕作放棄地対策協議会事務処理規程 

平成２０年１１月２７日制定 

平成２６年３月 日最終改正 

 

第１～２条 [略] 

 

（事務処理体制） 

第３条 県協議会の事務処理は、次の各号に掲げる事務の区分

ごとに、当該各号に掲げる事務責任者を置き、分担して行うも

のとする。 

 

（事務の区分） 

（１）耕作放棄地再生利用 

交付金に係る事務 

 

（２）耕作放棄地再生利用 

推進交付金に係る事務 

 

（３）被災者営農継続支援 

耕作放棄地活用事業 

交付金に係る事務 

（事務分担組織責任者） 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

 

 ２ [略] 

 

千葉県耕作放棄地対策協議会事務処理規程 

平成２０年１１月２７日制定 

 

 

第１～２条 [略] 

 

（事務処理体制） 

第３条 県協議会の事務処理は、次の各号に掲げる事務の区分

ごとに、当該各号に掲げる事務責任者を置き、分担して行うも

のとする。 

 

（事務の区分） 

（１）耕作放棄地再生利用 

交付金に係る事務 

 

（２）耕作放棄地再生利用 

推進交付金に係る事務 

 

（３）被災者営農継続支援 

耕作放棄地活用事業 

交付金に係る事務 

（事務分担組織責任者） 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

 

 ２ [略] 

 

  



千葉県耕作放棄地対策協議会 事務処理規程 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

 

第４条 [略] 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成 20 年 11 月 27 日から施行する。 

２ 平成 21 年 4 月 20 日一部改正 

３ 平成 23 年 3 月 29 日一部改正、平成 23 年 4 月 1 日から適

用する。 

４ 平成 23 年 12 月 19 日一部改正、平成 23 年 12 月 19 日か

ら適用する。 

５ 平成 26 年 3 月  日一部改正、平成 26 年 4 月 1 日から適

用する。 

 

 

 

第４条 [略] 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成 20 年 11 月 27 日から施行する。 

２ 平成 21 年 4 月 20 日一部改正 

３ 平成 23 年 3 月 29 日一部改正、平成 23 年 4 月 1 日から適

用する。 

４ 平成 23 年 12 月 19 日一部改正、平成 23 年 12 月 19 日か

ら適用する。 

   [追加] 

 

  



千葉県耕作放棄地対策協議会 会計処理規程 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

千葉県耕作放棄地対策協議会会計処理規程 

平成２０年１１月２７日制定 

平成２６年３月 日最終改正 

 

第１～７条 [略] 

 

（経理責任者） 

第８条 次の各号に掲げる千葉県耕作放棄地対策協議会事務

処理規程（以下「事務処理規程」という。）第３条に定める各事

務の区分ごとに当該各号に掲げる経理責任者を置く。 

 

（事務の区分） 

（１）耕作放棄地再生利用 

交付金に係る事務 

 

（２）耕作放棄地再生利用 

推進交付金に係る事務 

 

（３）被災者営農継続支援 

耕作放棄地活用事業 

交付金に係る事務 

（経理責任者） 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

 

 ２ [略] 

 

千葉県耕作放棄地対策協議会会計処理規程 

平成２０年１１月２７日制定 

 

 

第１～７条 [略] 

 

（経理責任者） 

第８条 次の各号に掲げる千葉県耕作放棄地対策協議会事務

処理規程（以下「事務処理規程」という。）第３条に定める各事

務の区分ごとに当該各号に掲げる経理責任者を置く。 

 

（事務の区分） 

（１）耕作放棄地再生利用 

交付金に係る事務 

 

（２）耕作放棄地再生利用 

推進交付金に係る事務 

 

（３）被災者営農継続支援 

耕作放棄地活用事業 

交付金に係る事務 

（経理責任者） 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

 

 ２ [略] 

 

 



千葉県耕作放棄地対策協議会 会計処理規程 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

 

第９～３８条 [略] 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成 20 年 11 月 27 日から施行する。 

２ 平成 21 年 4 月 20 日一部改正 

３ 平成 23 年 3 月 29 日一部改正、平成 23 年 4 月 1 日から適

用する。 

４ 平成 23 年 12 月 19 日一部改正、平成 23 年 12 月 19 日か

ら適用する。 

５ 平成 26 年 3 月  日一部改正、平成 26 年 4 月 1 日から適

用する。 

 

 

 

第９～３８条 [略] 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成 20 年 11 月 27 日から施行する。 

２ 平成 21 年 4 月 20 日一部改正 

３ 平成 23 年 3 月 29 日一部改正、平成 23 年 4 月 1 日から適

用する。 

４ 平成 23 年 12 月 19 日一部改正、平成 23 年 12 月 19 日か

ら適用する。 

   [追加] 

 

 



千葉県耕作放棄地対策協議会 文書取扱規程 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

千葉県耕作放棄地対策協議会文書取扱規程 

平成２０年１１月２７日制定 

平成２６年３月 日最終改正 

 

第１～４条 [略] 

 

（文書管理責任者） 

第５条 次の各号に掲げる千葉県耕作放棄地対策協議会事務

処理規程（以下「事務処理規程」という。）第３条に定める各事

務の区分ごとに当該各号に掲げる文書管理責任者を置く。 

 

（事務の区分） 

（１）耕作放棄地再生利用 

交付金に係る事務 

 

（２）耕作放棄地再生利用 

推進交付金に係る事務 

 

（３）被災者営農継続支援 

耕作放棄地活用事業 

交付金に係る事務 

（文書管理責任者） 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

千葉県農林水産部農地・農

村振興課農地活用推進室長

の職にある者 

 

 ２ [略] 

 

千葉県耕作放棄地対策協議会文書取扱規程 

平成２０年１１月２７日制定 

 

 

第１～４条 [略] 

 

（文書管理責任者） 

第５条 次の各号に掲げる千葉県耕作放棄地対策協議会事務

処理規程（以下「事務処理規程」という。）第３条に定める各事

務の区分ごとに当該各号に掲げる文書管理責任者を置く。 

 

（事務の区分） 

（１）耕作放棄地再生利用 

交付金に係る事務 

 

（２）耕作放棄地再生利用 

推進交付金に係る事務 

 

（３）被災者営農継続支援 

耕作放棄地活用事業 

交付金に係る事務 

（文書管理責任者） 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

千葉県農林水産部農村環境

整備課耕作放棄地対策推進

室長の職にある者 

 

 ２ [略] 

 

 



千葉県耕作放棄地対策協議会 文書取扱規程 一部改正 新旧対照表【案】 

新 旧 

 

第６～２４条 [略] 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成 20 年 11 月 27 日から施行する。 

２ 平成 21 年 4 月 20 日一部改正 

３ 平成 23 年 3 月 29 日一部改正、平成 23 年 4 月 1 日から適

用する。 

４ 平成 23 年 12 月 19 日一部改正、平成 23 年 12 月 19 日か

ら適用する。 

５ 平成 26 年 3 月  日一部改正、平成 26 年 4 月 1 日から適

用する。 

 

 

 

第６～２４条 [略] 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成 20 年 11 月 27 日から施行する。 

２ 平成 21 年 4 月 20 日一部改正 

３ 平成 23 年 3 月 29 日一部改正、平成 23 年 4 月 1 日から適

用する。 

４ 平成 23 年 12 月 19 日一部改正、平成 23 年 12 月 19 日か

ら適用する。 

   [追加] 

 

 


